
※ 学校NO. 個人NO.

 学校名  田村市教育委員会様

　　

就学援助費受給申請書（兼世帯票・委任状）平成　年度

 田村市立

平成　　年　　月　　日

住　所　 　〒　 　　-　　   　　田村市

（様式１）

  

電話（　  －  　　）携帯可

　　　　　　　　　　
　

学　年
（４月現在）

フリガナ  H
 受給方法

年齢
1/1現申請児童生徒名 生年月日

学年

保護者氏名　　　　　　　　　　　印

　就学援助を受けたいので、関係書類を添えて申請します。なお、申請に伴い所得内容等について
調査・確認されることに同意します。また、給食費等に未納がある場合、就学援助費(医療費を除
く)の請求、受領、戻入に関する一切の権限を学校長に委任します。

【 Ａ・Ｂ いずれかに○印をつける 】

学校

 
　
申
請

続 柄

・　・
フリガナ  H

Ａ　　現金による受領を希望しま
 　すので、学校長に就学援助費

・　・  　の受領を委任します。
フリガナ  H

Ｂ　　保護者の口座へ振込を希望
 　しますので、次の金融機関の

・　・  　口座を指定します。

M T S H

1/1現
年齢氏　　　　名

学年

学年

学年

　（医療費以外の就学援助の受給方法）

生年月日 職業(勤務先)

請
児
童
生
徒

続 柄 
　 注】Ａ・Ｂの受給方法希望にかかわらず

給食費等に未納が発生した場合は、M.T.S.H

　

 M.T.S.H 金融機関名
銀行 ※(4桁)を記入

信用金庫
 M.T.S.H 　　　　　　 農協

本支店名 本支店コード
支店 ※(3桁)を記入

 M.T.S.H 支所
　　　　　　　出張所

M T S H
口座番号（普通口座）※(7桁)を右づめ記入

・　・

・　・

・　・

・　・

金融機関コード

世帯主上
記
児
童
生
徒
以
外
の

注】Ａ・Ｂの受給方法希望にかかわらず

給食費等に未納が発生した場合は、

未納分を控除して支給いたします。

M.T.S.H

 M.T.S.H 口座名義

フリガナ

 M.T.S.H

・　・

・　・ 氏　名

住宅の状況  １ 持家（家族所有含む） ２ 賃貸住宅(公営含む)   ３ その他(　　 　      　　)
                         　（家賃月額　　　 　　円）

・　・

【○印をつける】

の
家
族

注】Ａ・Ｂの受給方法希望にかかわらず

給食費等に未納が発生した場合は、

未納分を控除して支給いたします。

 理由を具体的に記入し、右の該当する項目に○印 Ⅰ　生活保護をうけている（　 　年　 月　 日開始）

Ⅱ-1　生活保護の停止または廃止（　　年 　月　 日停廃止）
　 2　市民税が非課税又は減免されている（非課税証明書等を添付）
　 3　個人事業税が減免されている（その旨の証明書を添付）
　 4　固定資産税が減免されている（その旨の証明書を添付）
　 5　国民年金の掛金が減免されている(保険料免除申請承認通知添付)
　 6　国民健康保険料が減免または徴収の猶予がされている
                                        （その旨の証明書を添付）
　 7　児童扶養手当の支給を受けている（児童扶養手当証書の写添付）
　 8　生活福祉資金を借りている（その旨の証明書を添付）

9 その他（ ）

申
請
理
由

　9  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

①この申請書は学校に提出してください。
　　　　

 学校長の所見【○印】

※ 転入年月日　平成　　年　　月　　日～
　１　就学援助が必要であると認められる

　２　次のとおり

②学年は平成 　年4月現在、年齢は平成　 年1月1日現在で記入してください。
注意　

学
 
校

 田村市教育委員会様

　上記のとおり報告します。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　
（学校長）

・

要

【○印】

校
 
使
 
用
 
欄 準

印

  



 

　就学援助制度は、経済的な事情により就学困難な児童生徒の保護者について、義務教育を受けるための経費の援助を行い、

小・中学校における義務教育の円滑な実施を図るものです。就学援助を受けることのできる方は、田村市に住所を有し市内の

公立小中学校に通学する児童生徒の保護者で、生活保護法に規定する保護を受けている方、またはそれに準ずる程度に生活が

困窮していると認められる方に限ります

就学援助を申請される保護者の方へ

困窮していると認められる方に限ります。

１　申請書の記入について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）住所は詳しく記入してください。

（３）年齢は平成　 年１月１日現在で記入してください。"

（２）申請する児童生徒の学年は、平成　 年度における学年を記入してください。

（４）申請理由欄には、具体的に詳しく記入してください。

２　申請書の提出について

（１）提出先 ----- 通学している学校に提出してください。

３　認定について

　世帯全員の所得額及び申請時の世帯状況等により審査を行います。

４　就学援助費の支給について

（１）認定された方は、認定月から当該年度中において就学援助費支給の対象となります。

（２）支給費目は次のとおりです（２）支給費目は次のとおりです。

　　　　　・生活保護法に規定する保護を  ------- ①修学旅行費　

　　　　　　受けている方　　　　　　　　　　　　②日本・スポーツ振興センター共済掛金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　・生活保護法に規定する保護を  ------- ①学用品費、通学用品費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）

　　　　　　受けている方に準ずる方　　　　　　　②校外活動費（宿泊を伴うもの）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③修学旅行費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④新入学児童生徒学用品費等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤体育実技用具費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥学校給食費　⑦医療費（学校保健法の対象になるもの）　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例：う歯（虫歯）、中耳炎、慢性副鼻腔炎など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧日本・スポーツ振興センター共済掛金

（３）受給方法について(医療費を除く)

　　　①現金受領を希望する場合は、学校長に就学援助費の受領を委任することになります。(Ａを選択)

　　　②保護者の口座へ振込を希望する場合は、教育委員会より就学援助費を指定口座に振込みます。(Ｂを選択)

５ そ の 他５　そ　の　他

（１）住所、世帯状況が変わった場合は、必ず学校までご連絡下さい。

（２）経済状況の好転等により就学援助の必要がなくなった場合は、学校長に申し出てください。

（３）就学援助費の振込日及び支給内容については、そのつど学校長を通じ連絡します。
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